
業務に起因する精神障害を発病したとしても、未収金の私的流用等の諸事情を考慮すれば、自殺と当該疾病との間に因果関係は認められない
（協和商工事件　長崎地裁　令5.3.27判決）
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●サイニングボーナスを入社半年後に支給する際の留意点および税務上の取り扱い
●新年度早々になされた突然の退職申し出に対し、退職日を前年度末に変更し新規付与年休を取得させないことは問題か
●入社後3カ月で退職する社員の年休取得を認めず、または取得分の賃金を控除することは可能か
●昇進を避けたいとの理由で選抜研修への参加を拒否する社員を懲戒処分できるか
●就業規則を見直す場合、不利益にならなければ従業員の合意がなくても改定できるか
●能力不足社員に対し、人事考課面談のたびに退職勧奨を行うことは問題か
●会社の蔵書を勝手に売却し、代金を着服していた社員を懲戒解雇できるか
●一部の部署の正社員全員を業務委託契約に切り替える場合、同意しない社員を解雇できるか
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